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議案第２２号 

令和４年度あま市水道事業会計予算 

 （総則） 

第１条 令和４年度あま市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (1) 給 水 戸 数             １８，２００戸 

 (2) 年 間 総 給 水 量          ５，１２６，０００㎥ 

 (3) 一 日 平 均 給 水 量             １４，０４４㎥ 

 (4) 主要な建設改良事業 配水設備工事事業費 ３４８，５７４千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収   入 

 第１款 水道事業収益            ８３９，８８１千円 

  第１項 営 業 収 益            ７４６，０９３千円 

  第２項 営業外収益             ９３，７８７千円 

  第３項 特 別 利 益                  １千円 

支   出 

 第１款 水道事業費用            ８２０，４５８千円 

  第１項 営 業 費 用            ８０１，９５５千円 

  第２項 営業外費用             １１，２２５千円 

  第３項 特 別 損 失                  １千円 

  第４項 予 備 費              ７，２７７千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額

が資本的支出額に対し不足する額２０４，８００千円は、過年度分損益勘定

留保資金１７９，５２９千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

調整額２５，２７１千円で補塡するものとする。）。 

収   入 

 第１款 資本的収入             ２２８，０２０千円 

  第１項 工事負担金             ８３，６２０千円 

  第２項 企 業 債            １４４，４００千円 

支   出 

 第１款 資本的支出             ４３２，８２０千円 

  第１項 建 設 改 良 費           ３８２，９５４千円 

  第２項 企業債償還金            ４９，８６６千円 
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 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとお

りと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

配水管更新

事業費 
144,400 千円 証書借入 

２．５％以内 
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
資金について、利率
の見直しを行った後
においては、当該見
直し後の利率） 

借入先の融資条件に
よる。ただし、企業
財政の都合により据
置期間及び償還期限
を短縮し、又は繰上
償還若しくは低利に
借り換えることがで
きる。 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、５，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のと

おりと定める。 

 (1) 各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれ

らの経費の各項の間の流用 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金

額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会

の議決を経なければならない。 

 (1) 職員給与費                ７３，１８６千円 

 (2) 交 際 費                   １００千円 

 （他会計からの補助金） 

第９条 水道事業の経営助成のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金

額は、５７６千円である。 

 （たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、４，９４８千円と定める。 

 

  令和４年２月２４日提出 

 

あま市長 村 上 浩 司 



予 算 に 関 す る 説 明 書
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総 係 費

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

123,274

過年度損益修正益

受 託 工 事 費

103,265

資 産 減 耗 費

款 項

209,851

予 定 額目

1

1

支　　　出

雑 収 益 220

（単位　千円）

特 別 利 益

備     考

801,955

原 水 及 び 浄 水 費

820,458

減 価 償 却 費

5,525

1,000

359,040

配 水 及 び 給 水 費

839,881

93,787

令和４年度あま市水道事業会計予算実施計画

予 定 額 備     考

（単位　千円）

収　　　入

19,918

収益的収入及び支出

目項款

受 取 利 息

水 道 事 業 収 益

746,093

725,175

1,000

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

その他の営業収益

分 担 金

営 業 外 収 益

他 会 計 補 助 金 576

956

長 期 前 受 金 戻 入

21,285

営 業 収 益

70,750

及 び 配 当 金
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款

営 業 外 費 用 11,225

予 定 額目

工 事 負 担 金

228,020

雑 支 出

収　　　入

予 備 費

特 別 損 失

支 払 利 息 及 び

企 業 債 償 還 金

企 業 債 償 還 金

34,380

建 設 改 良 費

固 定 資 産 購 入 費

49,866

49,866

建 設 改 良 費

款

企 業 債

348,574

432,820

備     考

企 業 債

支　　　出

（単位　千円）

予 備 費 7,277

144,400

83,620

工 事 負 担 金

予 定 額

資 本 的 支 出

予 定 額目

382,954

項

83,620

1

144,400

備     考項

1

110

資 本 的 収 入

目

（単位　千円）

（単位　千円）

項

過年度損益修正損

企 業 債 取 扱 諸 費
3,714

7,401

備     考

消 費 税 及 び

款

資本的収入及び支出

地 方 消 費 税

7,277
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（単位　円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 12,742,000

減価償却費 209,851,000

固定資産除却費 2,004,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 119,000

賞与引当金等の増減額（△は減少） 36,000

長期前受金戻入 △ 70,750,000

受取利息及び配当金 △ 956,000

支払利息及び企業債取扱諸費 3,714,000

未収金の増減額（△は増加） △ 6,311,000

未払金の増減額（△は減少） △ 26,301,000

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 248,000

預り金の増減額（△は減少） △ 9,940,000

小計 113,722,000

利息及び配当金の受取額 1,034,000

利息の支払額 △ 3,714,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 111,042,000

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 356,109,000

無形固定資産の取得による支出 △ 29,700,000

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 1,182,000

工事負担金による収入 133,446,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 251,181,000

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 144,400,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 49,866,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 94,534,000

資金増加額（又は減少額） △ 45,605,000

資金期首残高 832,828,000

資金期末残高 787,223,000

令和４年度あま市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）
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１　総括

　ア　会計年度任用職員以外の職員

　イ　会計年度任用職員

0 0比 較

398

0

前 年 度 106

（千円）

24

（千円）

398

手 当 手 当 手 当

24

（千円）（千円）
手 当

（千円）
手 当

本 年 度 106

手 当手 当
勤 勉
手 当 手 当 給 付 費

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

通 勤 時 間 外 管理職員 期 末 児 童 退 職
勤 務 特別勤務

手 当 の
内     訳

区 分
管 理 職 扶 養 地 域 住 居

400 2,696

比 較 (0) 0 0 0 0 △ 5 △ 5

前 年 度 (1) 0 1,768 528 2,296

（千円） （千円）

本 年 度 (1) 0 1,768 528 2,296 395 2,691

備　　　考
報 酬 給 料 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 6 566 180 210

区 分
給 与 費

職 員 数 法定福利費 合 計

比 較 0 △ 318 68 237 △ 314

605 4,500 1 12,917 480 4,410

4,500 7 13,483 660 4,620

前 年 度 1,334 1,032 1,913 999

（千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 1,334 714 1,981 1,236 291

手 当 手 当 手 当 給 付 費
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当
勤 務 特別勤務 勤 勉

通 勤 時 間 外 管理職員 期 末 児 童 退 職

手 当 の
内     訳

区 分
管 理 職 扶 養 地 域 住 居

68,031

比 較 0 0 1,460 635 2,095 369 2,464

前 年 度 57,663

本 年 度 8 0 30,932 28,826 59,758

給 料 手 当

8 0 29,472 28,191

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

手 当
（千円）

1,334

1,334

職 員 数

△ 314

1,032 2,019

比 較

前 年 度

区 分
給 与 費

（千円）

1,4600

△ 3180

管 理 職

660315

（千円）

1

法定福利費 合 計 備　　　考
報 酬

9

（千円）

1,236

（千円）

給　　与　　費　　明　　細　　書

手 当 の
内     訳

区 分

本 年 度

4,500

210

計

180

13,315

（千円）

10,737 70,495

480629

10,368

999

手 当

4,410

6 566

（千円）

4,500714

手 当

68 237

手 当手 当
（千円） （千円）

0

（千円） （千円）

2,087

手 当

4,62013,881

手 当 手 当

7

（千円）

特別勤務
給 付 費

期 末管理職員

2,459

扶 養
勤 勉

児 童時 間 外地 域 通 勤

364

28,719

2,095

59,959

0 635

31,2400

住 居

備　　　考

11,132

（千円）

合 計

（千円）

10,768 70,727

73,1869 0

給 料
（千円）

手 当 計
（千円）

29,354 62,05432,700

区 分
給 与 費

職 員 数 法定福利費

（千円）
報 酬

（人） （千円）

退 職
勤 務
手 当

本 年 度

前 年 度

比 較

（注）（　）内は、一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し
　　　短い職員について外書きしたもの
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２　給料及び手当の増減額の明細

改定率

平均昇給率

職員数の異動状況
現に在職する
職員数

本年度
前年度

手当の内訳のとおり

３　給料及び手当の状況

　(1) 職員１人当たりの給与

　(2) 初任給

高 校 卒

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日

9人

現在

（円）

（円）

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

備 考

9人

一　　般　　職　　（円）
一　　般　　職　　（円）

平 均 年 齢

平 均 給 与 月 額 （円）

319,538

394,682

説　　　　　　明

37.7

0.00%

大 学 卒

一 般 職

区 分 増減額（千円）

1,460

増減事由別内訳（千円）

手 当

区 分

 給与改定に伴う増
 減分

635

他会計との異動

0

0

635

 その他の増減分 1,032

 昇給に伴う増加分

 その他の増減分

 制度改正に伴う増
 減分

（円）

182,200

150,600

（歳）

平 均 給 料 月 額

区 分

現在

1.39%

41.1

290,243

給 料

主に期末勤勉手当の増加

一　般　会　計　の　制　度

380,793

150,600

182,200

備　　　　　　考

（歳）

428

平 均 年 齢

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日
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　(3) 級別職員数

　（級別の基準となる職務）

0.0

1 14.3

1 14.3

1 14.3

1 12.5

1 12.5

1 12.5

1 12.5

計

７ 級

８ 級

25.0

100.08

2 25.0

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現在 2

２ 級

一 般 職

３ 級

４ 級

級

１ 級

２ 級

５ 級

６ 級

３ 級 ５ 級

一 般 職 主事又は技
師の職務

主任の職務 課長補佐の
職務

課長又は主
幹の職務

現在 ５ 級

区 分

次長の職務 部長の職務係長の職務

６ 級 ７ 級 ８ 級４ 級

主査の職務

計

職　　員　　数　　（人） 構　　成　　比　　（％）

３ 級 28.6

7

区 分 １ 級

４ 級

６ 級

７ 級

2

１ 級

２ 級

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日

８ 級

100.0

2 28.6

0
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　(4) 昇給

　(5) 期末手当・勤勉手当

（注）（　）内は、再任用職員の標準的な支給率

　(6) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　(7) 地域手当

　(8) その他の手当

通 勤 手 当 同　　一

扶 養 手 当

住 居 手 当

同　　一

同　　一

区　　　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差　異　の　内　容

8

一 般 職合 計

8

8

３号給

（％）

（人）

５号給 （人）

（人）

号 級 数 別 内 訳

比　　　率

昇 給 に 係 る 職 員 数
〔 Ａ 〕　

区 分

〔 Ｂ 〕　
職 員 数 （人）

　〔 Ｂ 〕／〔 Ａ 〕　

２号給 （人）

４号給

〔 Ｂ 〕　
〔 Ａ 〕　

（人）
５号給 （人）

4.45

2.225

2.225

一 般 会 計 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

2.225

 職制上の段階、職務の
 級等による加算措置１２月 （月分）

(2.35)

4.45

33.27075 47.709

区 分

区 分

（％）

全　　　　　　域

47.709

支　給　率　等

24.586875 33.27075

6

一 般 会 計 の 制 度 （ 支 給 率 ）

8

 20年勤続の
 者　（月分）

昇 給 に 係 る 職 員 数

備 考

３号給

8

号 級 数 別 内 訳

備 考
支　給　率　計

（月分）

（％）

2.225 2.225

100.0 100.0

有

（人）

（％）

24.586875

最 高 限 度
（月分）

 35年勤続の
 者　（月分）

有

定年前早期退職特例

定年前早期退職特例

47.709

措置（2％～45％加算）

そ の 他 の 加 算
措       置       等

支 給 対 象 地 域

措置（2％～45％加算）

（人）

47.709

支 給 対 象 職 員 数

前 年 度

支 給 期 別 支 給 率

一 般 会 計 の 制 度

 25年勤続の
 者　（月分）

2.225

(1.175)

支 給 率

有

6

比　　　率 　〔 Ｂ 〕／〔 Ａ 〕　

６月 （月分）

4.45

（人）

(1.175) (1.175) (2.35)

（人）
（人）

前

年

度

8

本

年

度

２号給

職 員 数 8

(1.175)

(2.35)

8４号給

（人）

本 年 度
(1.175) (1.175)

8
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(1)

イ 99,838,000

ロ 441,962,000

△ 223,492,000 218,470,000

ハ 8,681,638,000

△ 4,076,901,000 4,604,737,000

ニ 1,300,669,000

△ 805,060,000 495,609,000

ホ 3,210,000

△ 2,804,000 406,000

ヘ 10,932,000

△ 9,108,000 1,824,000

ト 18,415,000

5,439,299,000

(2)

イ 149,000

ロ 29,700,000

29,849,000

(3)

イ 390,687,000

390,687,000

5,859,835,000

(1) 787,223,000

(2) 111,433,000

△ 1,193,000 110,240,000

(3) 2,834,000

900,297,000

6,760,132,000

ソ フ ト ウ ェ ア

土 地

無 形 固 定 資 産 合 計

工 具 、 器 具 及 び 備 品

未 収 金

現 金 預 金

減 価 償 却 累 計 額

令和４年度あま市水道事業予定貸借対照表

（令和５年３月３１日）

資　産　の　部

（単位　円）

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

２ 流 動 資 産

電 話 加 入 権

貯 蔵 品

固 定 資 産 合 計

投 資 有 価 証 券

貸 倒 引 当 金

１ 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

機 械 及 び 装 置

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投資その他の資産合計
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(1)

イ 821,697,000

821,697,000

(1)

イ 52,501,000

(2) 164,963,000

(3) 1,706,000

(4) 42,480,000

(5)

イ 4,496,000

ロ 851,000

5,347,000

266,997,000

(1)

イ 318,113,000

ロ 2,957,838,000

ハ 624,056,000

ニ 8,433,000

3,908,440,000

(2)

イ △ 33,727,000

ロ △ 1,189,619,000

ハ △ 449,244,000

ニ △ 5,452,000

△ 1,678,042,000

2,230,398,000

3,319,092,000

繰 延 収 益 合 計

工 事 負 担 金

固 定 負 債 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

負 債 合 計

県 補 助 金

長 期 前 受 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

預 り 金

流 動 負 債 合 計

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

長期前受金収益化累計
額 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

分 担 金

５ 繰 延 収 益

長 期 前 受 金

建 設 改 良 費 等 の 財 源
に充てる ため の企業債

３ 固 定 負 債

県 補 助 金

長期前受金収益化累計額

企 業 債

分 担 金

負　債　の　部

前 受 金

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源
に充てる ため の企業債

４ 流 動 負 債

未 払 金
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2,929,012,000

(1)

イ 34,283,000

ロ 56,039,000

ハ 50,018,000

ニ 3,055,000

143,395,000

(2)

イ 4,280,000

ロ 364,353,000

368,633,000

512,028,000

3,441,040,000

6,760,132,000

資　本　の　部

６ 資 本 金

７ 剰 余 金

資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 合 計

分 担 金

工 事 負 担 金

利 益 剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 積 立 金

剰 余 金 合 計
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注記

１　重要な会計方針

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　　　満期保有目的の債券　償却原価法（定額法）によっている。

　(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　貯蔵品　先入先出法による原価法によっている。

　(3) 固定資産の減価償却の方法

　　ア　有形固定資産

　　　　減価償却の方法　　　　　定額法（ただし、取替資産については取替法による。）

　　　　主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　　 8～50年

　　　　　構築物　　　　　　　　10～60年　　

　　　　　機械及び装置　　　　　 8～20年　　

　　　　　車両運搬具　　　　　　  　 4年

　　　　　工具、器具及び備品　 　3～15年

　　イ　無形固定資産

　　　　減価償却の方法　　　　　定額法

　　　　なお、自己利用のソフトウェアについては、利用可能期間（５年）に基づいている。

　(4) 引当金の計上方法

　　ア　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　　イ　退職給付引当金

　　　　本市は、愛知県市町村職員退職手当組合に加入しており、水道事業会計は一般会計を通じて、当該組合

　　　に掛金を拠出しているが、一般会計との取り決めにより、水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出

　　　して以降の追加的負担は全額一般会計において措置することとなっているため、水道事業会計においては

　　　退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。

　　ウ　賞与引当金

　　　　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の

　　　負担に属する額（令和４年１２月から令和５年３月までの４か月分）を計上している。

　　エ　法定福利費引当金

　　　　職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支出見込額に基づ

　　　き、当事業年度の負担に属する額（令和４年１２月から令和５年３月までの４か月分）を計上している。

　(5) 消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２　セグメント情報の開示

　　水道事業のみを運営しており、報告セグメントが単一であるため記載を省略している。

３　リース契約により使用する固定資産

　(1) リース取引の処理方法

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

　　っている。

　(2) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　　１年内　　　　  4,600千円

　　　１年超　　　    3,142千円

　　　　計 　　 　    7,742千円

４　その他

　(1) 賞与引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、期末・勤勉手当13,443千円を支給するため、賞与引当金4,441千円を取り崩してい

　　る。

　(2) 法定福利費引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、期末・勤勉手当支給時に法定福利費2,519千円を支出するため、法定福利費引当金

　　840千円を取り崩している。

　(3) 貸倒引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、385千円を不納欠損するため、同額の貸倒引当金を取り崩している。
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(1) 653,474,000

(2) 909,000

(3) 17,342,000 671,725,000

(1) 326,014,000

(2) 107,060,000

(3) 909,000

(4) 120,504,000

(5) 199,332,000

(6) 2,612,000

(7) 1,000 756,432,000

84,707,000

(1) 1,001,000

(2) 19,592,000

(3) 480,000

(4) 70,884,000

(5) 183,000 92,140,000

(1) 3,892,000

(2) 893,000 4,785,000 87,355,000

2,648,000

(1) 1,000

(2) 1,000 2,000

(1) 1,000

(2) 1,000 2,000 0

2,648,000

348,963,000

351,611,000

他 会 計 補 助 金

受 取 利 息 及 び 配 当 金

分 担 金

３ 営 業 外 収 益

２ 営 業 費 用

令和３年度あま市水道事業予定損益計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

（単位　円）

１ 営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

営 業 損 失

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

４ 営 業 外 費 用

過 年 度 損 益 修 正 益

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

経 常 利 益

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

６ 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

固 定 資 産 売 却 損

５ 特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

過 年 度 損 益 修 正 損
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(1)

イ 99,838,000

ロ 441,962,000

△ 213,001,000 228,961,000

ハ 8,319,966,000

△ 3,922,243,000 4,397,723,000

ニ 1,352,444,000

△ 814,081,000 538,363,000

ホ 3,210,000

△ 2,547,000 663,000

ヘ 9,825,000

△ 9,016,000 809,000

ト 29,186,000

5,295,543,000

(2)

イ 149,000

149,000

(3)

イ 390,765,000

390,765,000

5,686,457,000

(1) 832,828,000

(2) 54,287,000

△ 1,312,000 52,975,000

(3) 2,586,000

888,389,000

6,574,846,000

令和３年度あま市水道事業予定貸借対照表

（令和４年３月３１日）

（単位　円）

資　産　の　部

１ 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

２ 流 動 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投資その他の資産合計

投 資 有 価 証 券

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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(1)

イ 729,798,000

729,798,000

(1)

イ 49,866,000

(2) 226,992,000

(3) 1,706,000

(4) 52,420,000

(5)

イ 4,441,000

ロ 840,000

5,281,000

336,265,000

(1)

イ 282,913,000

ロ 2,753,786,000

ハ 624,138,000

ニ 8,433,000

ホ 20,986,000

3,690,256,000

(2)

イ △ 27,447,000

ロ △ 1,137,613,000

ハ △ 439,379,000

ニ △ 5,332,000

△ 1,609,771,000

2,080,485,000

3,146,548,000

負　債　の　部

３ 固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源
に充てる ため の企業債

固 定 負 債 合 計

４ 流 動 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源
に充てる ため の企業債

未 払 金

預 り 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

前 受 金

流 動 負 債 合 計

５ 繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

分 担 金

県 補 助 金

長 期 前 受 金 合 計

長期前受金収益化累計額

建設仮勘定長期前受金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

分 担 金

県 補 助 金

長期前受金収益化累計
額 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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2,929,012,000

(1)

イ 34,283,000

ロ 56,039,000

ハ 50,018,000

ニ 3,055,000

143,395,000

(2)

イ 4,280,000

ロ 351,611,000

355,891,000

499,286,000

3,428,298,000

6,574,846,000

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

分 担 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資　本　の　部

６ 資 本 金

７ 剰 余 金

資 本 剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計
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注記

１　重要な会計方針

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　　　満期保有目的の債券　償却原価法（定額法）によっている。

　(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　貯蔵品　先入先出法による原価法によっている。

　(3) 固定資産の減価償却の方法

　　ア　有形固定資産

　　　　減価償却の方法　　　　　定額法（ただし、取替資産については取替法による。）

　　　　主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　　 8～50年

　　　　　構築物　　　　　　　　10～60年　　

　　　　　機械及び装置　　　　　 8～20年　　

　　　　　車両運搬具　　　　　　 　  4年

　　　　　工具、器具及び備品　 　3～15年

　　イ　無形固定資産

　　　　減価償却の方法　　　　　定額法

　(4) 引当金の計上方法

　　ア　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　　イ　退職給付引当金

　　　　本市は、愛知県市町村職員退職手当組合に加入しており、水道事業会計は一般会計を通じて、当該組合

　　　に掛金を拠出しているが、一般会計との取り決めにより、水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出

　　　して以降の追加的負担は全額一般会計において措置することとなっているため、水道事業会計においては

　　　退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。

　　ウ　賞与引当金

　　　　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の

　　　負担に属する額（令和３年１２月から令和４年３月までの４か月分）を計上している。

　　エ　法定福利費引当金

　　　　職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支出見込額に基づ

　　　き、当事業年度の負担に属する額（令和３年１２月から令和４年３月までの４か月分）を計上している。

　(5) 消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２　セグメント情報の開示

　　水道事業のみを運営しており、報告セグメントが単一であるため記載を省略している。

３　リース契約により使用する固定資産

　(1) リース取引の処理方法

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

　　っている。

　(2) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　　１年内　　　　  4,600千円

　　　１年超          7,742千円

　　　　計　　 　　  12,342千円

４　その他

　(1) 賞与引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、期末・勤勉手当13,139千円を支給するため、賞与引当金4,236千円を取り崩してい

　　る。

　(2) 法定福利費引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、期末・勤勉手当支給時に法定福利費2,485千円を支出するため、法定福利費引当金

　　797千円を取り崩している。

　(3) 貸倒引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、336千円を不納欠損するため、同額の貸倒引当金を取り崩している。

-  20  -



予 算 実 施 計 画 明 細





款
項 金額

1

1

1

1 725,175 給水栓数 栓

給水戸数 戸

基本水量料金

超過水量料金

消費税等

　合計

2

1 1,000 給配水管修繕等受託工事収益

3

2 88 給水装置工事事業者指定申請手数料

指定給水装置工事事業者変更手数料

給水装置工事設計審査手数料

給水装置工事完了検査手数料

3 19,830 消火栓等維持管理負担金

下水道工事負担金

下水道使用料徴収事務負担金

簡易水道料金収納事務負担金

木田上水道配水管理センター使用負担金

2

1

1 52 預金利息

4 904 債券利息

2

1 21,285 水道施設分担金

3

1 576 一般会計補助金

他会計補
助金

576 480 96

一般会計
補助金

20

21,285

受取利息
及び配当
金

営業外収益

その他の
営業収益

前年度
予定額

受託工事
収益

1,000

93,787

956

0

6,354

1,000

目

718,821

本年度
予定額

746,093

△ 545

1,631

手数料

19,918 18,287

94,332

説　　　　明

832,442

7,985738,108

7,439

節
区分

比較

65,925

受託工事
収益

預金利息

21,551 △ 266

分担金

有価証券
利息

936

分担金

令和４年度あま市水道事業会計予算実施計画明細

収益的収入及び支出

（単位　千円）

(収入）

営業収益

839,881水道事業収益

725,175

給水収益 725,175

239,800

20,000

18,200

水道使用
料金

419,450

40

426

11,760

1,060

他会計負
担金

2

23

5,784

800

23
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款
項 金額

4

1 6,280 受贈財産評価額戻入

2 54,403 工事負担金戻入

3 9,947 分担金戻入

5 120 県補助金戻入

5

10 220 その他雑収益

3

1

1 1 過年度損益修正益過年度損
益修正益

受贈財産
評価額戻
入

県補助金
戻入

分担金戻
入

その他雑
収益

工事負担
金戻入

節

19

7,439

本年度
予定額

前年度
予定額

比較

1

雑収益

収 入 合 計

△ 1

70,750 71,164 △ 414

過年度損
益修正益

1

長期前受
金戻入

特別利益

固定資産
売却益

839,881

0 1

832,442

△ 1

0

2

1

201220

（単位　千円）

目 説　　　　明
区分
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款
項 金額

1

1

1

19 100 滅菌装置設備点検業務委託料

21 213 水源借地料

22 247 機械等修繕費

滅菌器整備費

28 80 水道用滅菌薬品費

32 358,400 県営水道受水費

2

13 551 配水関係消耗品費

備品及び軽工具類購入費

15 42 ガス料金

19 20,796 機器保守点検業務委託料

空調設備保守点検業務委託料

非常用発電機保守点検業務委託料

自家用電気工作物保安管理業務委託料

消防用設備等保守点検業務委託料

浄化槽保守点検業務委託料

清掃業務委託料

害虫害獣駆除業務委託料

警備業務委託料

給水栓水質検査等業務委託料

残留塩素測定業務委託料

自動扉保守点検業務委託料

水管橋調査業務委託料

20 78 浄化槽清掃手数料

浄化槽法定検査手数料

22 61,334 給配水管漏水等修繕費

量水器取替工事費

量水器等修繕費

配水場施設整備修繕費

27 20,464 配水設備電気料金

自家発電用燃料費

451

938

750

12

813,591

節本年度
予定額

（単位　千円）

区分

(支出）

前年度
予定額

比較目

820,458 828,816水道事業費用

801,955

359,040

△ 8,358

備消品費

△ 11,636

△ 13,599

358,593 447

330

800

49

賃借料

委託料

受水費

26

説　　　　明

原水及び
浄水費

6,000

104

103,265配水及び
給水費

116,864

薬品費

営業費用

66

221

198

2,039

1,064

5,456

8,580

修繕費

手数料

修繕費

99

36,300

光熱水費

委託料

307

88

15,277

198

3,757

20,360動力費
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款
項 金額

3

26 1,000 給配水管修繕等受託工事費

4

1 22,736 一般職給料　5人

会計年度任用職員給料　1人

2 14,166 管理職手当

扶養手当

地域手当

住居手当

通勤手当

時間外勤務手当

管理職員特別勤務手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

3 3,073 賞与引当金繰入額

6 7,102 共済組合負担金

地方公務員災害補償基金負担金

社会保険料

労働保険料

7 585 法定福利費引当金繰入額

8 11 普通旅費

9 4,620 退職手当組合負担金

12 38 被服購入費

13 591 事務消耗品費

図書・追録購入費

備品購入費

14 238 車両用燃料費

16 1,724 調定業務用紙印刷費

その他印刷製本費

17 3,838 郵便料金

電話料金

通信料金

123,274

比較

267

672

2,800

2,646

賞与引当
金繰入額

98

356

法定福利
費

1,626

1,334

660

被服費

退職給付
費

手当

3,914

135

印刷製本
費

（単位　千円）

目

総係費

396

7

給料

100

6,697

127,234

備消品費

227

節
区分

説　　　　明
前年度
予定額

本年度
予定額
1,000 1,000

法定福利
費引当金
繰入額

受託工事
費

80

302

1,470

△ 3,960

23

911

2,700

工事請負
費

旅費

0

通信運搬
費

燃料費
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款
項 金額

19 54,749 上下水道料金システム調定及び保守業務

委託料

歳入事務システム電算処理業務委託料

検針等業務委託料

配管台帳システムデータ更新業務委託料

塵芥収集運搬業務委託料

その他委託料

20 2,660 上下水道料金口座振替事務取扱手数料

上下水道料金収納代行業務手数料

インターネットバンキング利用手数料

21 5,166 企業会計システム賃借料

ハンディターミナル賃借料

複写機賃借料

22 238 車両点検整備費

車両等修繕費

30 600 水道事故等補償金

33 65 技術・事務講習会参加費

35 100 交際費

37 211 日本水道協会会費負担金

尾張水道連絡協議会会費負担金

38 463 自動車保険料

水道賠償責任保険料

建物災害保険料

39 266 貸倒引当金繰入額

42 9 自動車重量税

43 25 その他雑費

5

1 209,851 建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

工具、器具及び備品減価償却費

1,650

目
本年度
予定額

比較
前年度
予定額

研修費

257

92

2,665

貸倒引当
金繰入額

補償金

10,491

240

交際費

209,851

有形固定
資産減価
償却費

保険料

207,186

3,190

106

132

183

修繕費

手数料

公課費

42

42,200

2,738

雑費

8,052

968

会費負担
金

区分

28

105

賃借料

39,696

減価償却
費

節

156,811

171

説　　　　明

73

2,390

委託料

52

1,000

2,671

（単位　千円）
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款
項 金額

6

1 5,524 固定資産除却費

固定資産撤去費

2 1 たな卸資産減耗費

2

1

1 3,714 財務省財政融資資金

地方公共団体金融機構

2

1 7,401 消費税及び地方消費税

3

5 110 その他雑支出

3

1

1 1 過年度損益修正損

4

1

1 7,277 予備費

固定資産
売却損

0 1 △ 1

1

△ 1

110

5,0922,309

201

2

0

消費税及
び地方消
費税

2,812

固定資産
除却費

たな卸資
産減耗費

△ 91

企業債利
息

△ 1

7,277

7,277

1

特別損失

過年度損
益修正損

1

予備費

雑支出

△ 8,358828,816

予備費

8,632

820,458

△ 1,355

△ 1,3558,632

支 出 合 計

予備費

その他雑
支出

2,177

過年度損
益修正損

1,537

4,634

3,520

△ 367

説　　　　明
節

区分
2,713

4,081

消費税及
び地方消
費税

7,401

営業外費用 11,225

3,714

6,591

1

支払利息
及び企業
債取扱諸
費

比較目

0その他営
業費用

資産減耗
費

5,525

本年度
予定額

2,004

前年度
予定額

（単位　千円）
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款
項 金額

1

1

1

1 2,400 給水申込み関連配水管布設工事負担金

2 81,220 下水道工事等配水管支障移転工事負担金

消火栓設置工事負担金

2

1

1 144,400 建設改良費等の財源に充てるための企業債

収 入 合 計 △ 185,854413,874

230,000

△ 85,600

△ 85,600

資本的収入及び支出

（単位　千円）

(収入）

比較
節

183,874

工事負担金

他会計工
事負担金

工事負担
金

83,620

企業債

79,920

工事負担
金

228,020 413,874 △ 185,854

△ 100,254183,874

区分
説　　　　明

前年度
予定額

目
本年度
予定額

資本的収入

144,400

228,020

企業債 144,400

△ 100,25483,620

230,000

1,300

企業債
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款
項 金額

1

1

1

1 9,964 一般職給料　3人

2 7,495 扶養手当

地域手当

住居手当

通勤手当

時間外勤務手当

期末手当

勤勉手当

6 3,445 共済組合負担金

19 59,017 配水管更新工事詳細設計業務委託料

配水管整備工事設計業務委託料

下水道工事等配水管支障移転工事設計業務

委託料

給水申込み関連配水管布設工事設計業務

委託料

配水管設計確認業務委託料

26 268,653 配水管更新工事

配水管整備工事

下水道工事等配水管支障移転工事

給水申込み関連配水管布設工事

消火栓設置工事

県水流入弁更新工事

2

3 492 量水器

5 1,218 エアープラグ

6 32,670 上下水道料金システム

建設改良
費

委託料

工事請負
費

△ 174,599

工具、器
具及び備
品購入費

50,922

建設改良費

固定資産
購入費

75234,380

△ 140,971

節
区分

前年度
予定額

比較

523,925

資本的支出 432,820

目
本年度
予定額

（単位　千円）

説　　　　明

569,467 △ 136,647

617

382,954

48

318

523,173348,574

給料

法定福利
費

2,109

機械及び
装置購入
費

手当

1,814

(支出）

1,700

2,434

3,000

10,142

32,116

564

1,300

66,020

141,911

13,900

750

5,500

33,628

ソフトウ
ェア購入
費
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款
項 金額
2

1

1 49,866 財務省財政融資資金

地方公共団体金融機構

比較
節

説　　　　明
区分

企業債償
還金

49,866 45,542 4,324

企業債償
還金

△ 136,647

38,219

支 出 合 計 432,820

企業債償還
金

11,647

569,467

4,32449,866 45,542

（単位　千円）

目
本年度
予定額

前年度
予定額
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